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明 細 書

発明の名称 ：ァミノ樹脂組成物及びそれから得られる硬化物

技術分野

[0001 ] 本発明は、特定のァミノ樹脂及びポリ才一ル化合物を含むアミノ樹脂組成

物及びこの組成物から得られる硬化物に関する。

背景技術

[0002] エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、フッ素樹脂、アクリル樹脂、ポリイミ

ド樹脂などは、その絶縁特性から広く絶縁体として使用されている。

[0003] また、例えばエポキシ樹脂、アクリル樹脂やポリイミド樹脂のように、絶

縁体として機能 し、かつ接着剤 （粘着剤）としての機能を果たすような樹脂

もある。

[0004] これらは天然ゴムなどの天然の絶縁体、ポリ塩化ビニルやポリエチレンな

どに比べて耐熱性に優れている。そのためこれらの樹脂は、その製造工程に

おいて高温 （2 0 0 °C程度）にさらされる種々の電子機器における絶縁体の

構成材料として広く使用されている。

[0005] しかしながら、これらの樹脂は、まだ耐熱性が不十分であるか、または樹

脂自体の製造工程における不可避的な種々の不純物を含んでいるために、高

温にさらされることによって、樹脂や前記不純物が分解 し、絶縁体が着色な

いし変色 してしまうという問題がある。また、そもそもの透明性が不十分な

樹脂も存在する。

[0006] このような樹脂を着色 しょうとすると、加熱による意図しない着色 変色

が起こるために、その着色の種類は、黒色などの暗色系の色に限定される傾

向がある。

[0007] ところで、特許文献 1 には、エーテル化メチロールメラミンと 1分子中に

2 個以上のヒドロキシル基を有するポリオ一ルとから得られる熱硬化型メラ

ミン樹脂を、レンズ基材の表面に形成するプライマ一層の材料として用いる

ことが記載されている。前記プライマ一層上にハー ドコー ト層を形成 し、 1



o o °c 程度の穏やかな加熱を したところ、微黄色程度の着色もな く、無色透

明性 を有するものであった旨が記載 されている。

[0008] 特許文献 2 には、ポ リ力一ボネ一 卜ジオール と 1 ， 6 —へキサ ンジ才一ル

を含む ヒ ドロキシ化合物 と脂肪族 カルボン酸 とか ら得 られるアルキ ド樹脂 と

、 ァミノ樹脂 とが共縮合 してなるアミノアルキ ド樹脂、並びにそれか ら得 ら

れる、 ノンス リップ性 に優れた硬化塗膜が記載 されている。 また、前記アミ

ノ樹脂の数平均分子量は、 1 2 0 0 ~ 5 0 0 0 である旨記載 されている。

[0009] 特許文献 3 には、ポ リカ一ボネ一 卜ジ才一ル変性 したアミノ樹脂 とポ リェ

ステル樹脂又はァク リル樹脂 とを含む塗料組成物が記載 され、当該組成物か

ら、可 とう性 を損なわず、耐汚染性及び硬度 に優れた塗膜 を形成することが

できることが記載 されている。

[001 0] しか しなが ら、 これ らのいずれの文献 も、樹脂材料を 2 0 0 °C にも達する

ような高温で加熱 したときの色の変化に関 しては何 ら検討 してお らず、それ

に関する記載 もない。

先行技術文献

特許文献

[001 1] 特許文献 1 ：特開平 6 — 1 8 6 4 0 号公報

特許文献2 ：特開平 9 _ 5 7 3 6 9 号公報

特許文献3 ：特開平 6 _ 3 3 4 9 号公報

発明の開示

発明が解決 しょうとする課題

[001 2 ] 本発明は、透明性優れ、高温加熱処理後 も着色 変色が少な く透明である

硬化物 を形成することが可能な材料を提供することを目的とする。本発明に

より形成 される硬化物は、好ま しくは、強度 に優れ、かつ可 とう性 を有する

ものである。

課題を解決するための手段

[001 3 ] 本発明は、以下の各項の発明に関する。



[0014] 本発 明 （1 ) は、 （A ) 遊離 の ヒ ドロキシル基及び アル コキシル基 を有 す

るァミノ樹脂 と、 （B ) ポ リオール化合物 とを含むアミノ樹脂組成物 に関す

る。

[001 5] 本発 明 （2 ) は、前記 アミノ樹脂 （A ) が、 G P C で測定 したポ リスチ レ

ン換算の数平均分子量が 2 0 0 0 以下のェ 一 テル変性 メラミン樹脂 である、

本発明 （1 ) に記載 のァミノ樹脂組成物 に関する。

[001 6] 本発 明 （3 ) は、前記ポ リオール化合物 （B ) が、 ポ リカーボネー トポ リ

オールである、本発明 （1 ) 又 は （2 ) に記載 のァミノ樹脂組成物 に関する

[001 7] 本発 明 （4 ) は、前記ポ リ力一ボネ一 卜ポ リオールが、 ポ リオ一ル モ ノマ

— と、炭酸 エステル化合物又 はホスゲ ンとを反応 させて得 られ る、本発明 （

3 ) に記載 のァ ミ ノ樹脂組成物 に関する。

[001 8] 本発 明 （5 ) は、前記ポ リオ一ル モ ノマ ーが、脂環構造 を有 するポ リオ一

ル モ ノマ 一 及び / 又 は脂肪族 ポ リオ一ル モ ノマ ー である、本発明 （4 ) に記

載 のアミノ樹脂組成物 に関する。

[001 9] 本発 明 （6 ) は、前記ポ リ力一ボネ一 卜ポ リオール において、前記脂環構

造 を有 するポ リオ一ル モ ノマ一及び脂肪族 ポ リオ一ル モ ノマーの割合 （脂環

構造 を有 するポ リオ一ル モ ノマ 一 / 脂肪族 ポ リオ一ル モ ノマ 一 ） が、 モル 比

で 1 0 0 / 0 ~ 0 / 1 0 0 である、本発明 （5 ) に記載 のァ ミ ノ樹脂組成物

に関する。

[0020] 本発 明 （7 ) は、 さ らに酸触媒 （C ) を含む、本発明 （1 ) 〜 ( 6 ) の い

ずれかに記載 のァミノ樹脂組成物。

[0021 ] 本発 明 （8 ) は、前記 アミノ樹脂 （A ) が、下記一般式 （I ) で表わ され

るエーテル化 アル キ ロ一ル メラミン樹脂 である、本発明 （1 ) ~ ( 7 ) のい

ずれかに記載 のァミノ樹脂組成物 に関する。



[ 化 1]

式 （I ) において、 _ X _ は_ R 1 3 _ 0 _ R 14 —又は_ R 14 —であり、

R 1 ~ R 6及び R 1 5 ~ R 1 8 はそれぞれ同—又は異なっていてもよく、水素又

は置換されていてもよい炭素数 1 ~ 6 のアルキル基を表 し、 R i ~ R 6及び R i

5 ~ R 1 8のうち少なくとも 1個は水素であるが、全てが同時に水素であること

はなく、

R 7 ~ R 14及び R 1 9 ~ R 2 2はそれぞれ同一又は異なっていてもよく、置換

されていてもよい炭素数 1 ~ 6 のアルキレン基であり、

n は0 ~ 5 の数であり、 R 1 3、 R 14及び R 1 9 ~ R 2 2、並びにR 1 5 ~ R 1 8

が複数存在する場合、それらは、それぞれ同一又は異なっていてもよい。

[0022] 本発明 （9 ) は、前記一般式 （I ) において、 ¾ 7 ~ ¾ 14及び ¾ 1 9 ~ 尺2 2

がメチレン基である、本発明 （8 ) に記載のァミノ樹脂組成物に関する。

[0023] 本発明 （1 0 ) は、前記脂環構造を有するポリオールモノマーが、シクロ

へキサンジメタノールである、本発明 （5 ) 〜 ( 9 ) のいずれかに記載のァ

ミノ樹脂組成物。

[0024] 本発明 （1 1 ) は、前記アミノ樹脂組成物における前記アミノ樹脂 （A )

及びポリオール化合物 （B ) の重量比 （ァミノ樹脂 （A ) / ポ リオール化合

物 （B ) ) が、 8 0 / 2 0 ~ 2 0 / 8 0 である、本発明 （1 ) ~ ( 1 0 ) の

いずれかに記載のァミノ樹脂組成物に関する。

[0025] 本発明 （1 2 ) は、前記酸触媒 （C ) がジメチ口一ルプタン酸又はジメチ

ロールプロピオン酸であり、前記アミノ樹脂組成物における固形分 1 0 0 重

量部に対 して、 0 . 1 ~ 5 重量部の割合で含有されている、本発明 （7 ) ~



( 1 1 ) のいずれかに記載のァミノ樹脂組成物に関する。

[0026] 本発明 （1 3 ) は、本発明 （1 ) ~ ( 1 2 ) のいずれかに記載のアミノ樹

脂組成物を加熱 して得られる硬化物に関する。

[0027] 本発明 （1 4 ) は、本発明 （1 ) ~ ( 1 2 ) のいずれかに記載のアミノ樹

脂組成物を加熱 して得られるフイルムに関する。

[0028] 本発明 （1 5 ) は、本発明 （1 ) ~ ( 1 2 ) のいずれかに記載のアミノ樹

脂組成物を加熱 して得られる絶縁体に関する。

発明の効果
[0029] 本発明のァミノ樹脂組成物を加熱 して得られた硬化物は、透明性に優れ、

高温加熱後も着色 変色が少なく、透明性を維持することができる。また、

本発明のァミノ樹脂組成物によれば、強度に優れ、可とう性を有する硬化物

を形成することができる。

発明を実施するための最良の形態
[0030] 以下、本発明のァミノ樹脂組成物 （以下単に 「本発明の組成物」ともいう

) の構成要素及び当該アミノ樹脂組成物から得られる硬化物について順に説

明する。

[0031 ] [ ァミノ樹脂組成物]

< ( A ) 遊離のヒドロキシル基及びアルコキシル基を有するァミノ樹脂>

本発明のァミノ樹脂組成物の構成成分であるアミノ樹脂 （A ) は、遊離の

ヒドロキシル基及びアルコキシル基を有 している。前記アミノ樹脂 （A ) は

、 種単独で用いても 2 種以上を組み合わせて用いてもよい。

[0032] 前記ヒドロキシル基及びアルコキシル基のうち、アルコキシル基は反応性

に優れ、加熱により後述するポリオール化合物 （B ) と架橋反応を起こして

硬化する。

[0033] —方遊離のヒドロキシル基はポリオ一ル化合物 （B ) との架橋反応には関

与 しない。このように、ァミノ樹脂 （A ) において遊離のヒドロキシル基が

存在することによって、ァミノ樹脂 1分子あたりの架橋点の量が適切に制御

される。本発明により形成される硬化物は、好ましくは、強度に優れ、かつ



可とう性を有するものである。

[0034] このような観点から、ァミノ樹脂 （A ) におけるアルコキシル基の、 ヒド

口キシル基及びアルコキシル基の合計に対する割合 （アルコキシル基/ ( ヒ

ドロキシル基+ アルコキシル基））は、数の比で好ましくは 9 7 / 1 0 0

7 / 1 0 0 、より好ましくは 6 2 / 1 0 0 ~ 2 3 / 1 0 0 である。

[0035] このような条件を満たす好ましいァミノ樹脂 （A ) として、G P C で測定

した標準ポリスチレン換算の数平均分子量が 2 0 0 0 以下、好ましくは 2 0

0 5 0 0 の、遊離のヒドロキシル基を有するエーテル変性メラミン樹脂

が挙げられる。このように数平均分子量が一定以下のァミノ樹脂 （A ) は、

架橋点の数が限られるため、架橋度が高くなりにくく、可撓性を有する硬化

物を得ることができる。

[0036] 以上説明 した好ましいァミノ樹脂 （A ) の例としては、下記一般式 （I )

で表わされるエーテル化アルキロ一ルメラミン樹脂が挙げられる。

[化2]

[0037] 式 （I ) において、—X — は_ R 1 3 _ 0 _ R 14 —又は_ R 14 —である。

R 1~ R 6及び R 1 5 ~ R 1 8はそれぞれ同一又は異なっていてもよく、水素又

は置換されていてもよい炭素数 1 ~ 6 のアルキル基を表 し、 R R 6及び R 1

5 ~ R i sのうち少なくとも 1個は水素であるが、全てが同時に水素であること

はない。

[0038] 前記アルキル基は分岐を有 していてもよい。このようなアルキル基として

は、例えばメチル基、ェチル基、 n - プロピル、ィソプロピル基、 n - プチ

ル基、イソプチル基、ペンチル基及びへキシル基が挙げられ、これらの中で



もメチル基、ェチル基、 n _ プチル基及びィソプチル基が好ましい。

[0039] また、前記アルキル基における置換基の例としては、ハロゲン原子及びヒ

ドロキシル基を挙げることができる。

[0040] 次に、上記一般式 （I ) において、 R 7 ~ R 14及び R 1 9 ~ R 2 2はそれぞれ

同一又は異なっていてもよく、置換されていてもよい炭素数 1 ~ 6 のアルキ

レン基である。当該アルキレン基は、分岐を有 していてもよい。

[0041 ] 前記アルキレン基における置換基の例としては、ハロゲン原子及びヒドロ

キシル基を挙げることができる。

[0042] R 7 ~ R 1 2及び R 1 9 ~ R 2 2は架橋点の位置を調整するスぺ一サ一としての

機能も果たすが、そのような観点、またアミノ樹脂 （A ) の製造原料の入手

の容易性の観点からは、これらは炭素数 1 ~ 4 のアルキレン基であることが

好ましく、メチレン基であることがより好ましい。

[0043] また、 R 1 4、あるいはR 1 3、 R 14及び酸素原子で構成されるX は、前記一

般式 （I ) において n が 1以上である場合にメラミン骨格を連結する役割を

果たし、—X — が_ R 1 3 _ 0 _ R 14 —である場合には、— R 1 3が隣接するメ

ラミン骨格の窒素原子に結合 している。 R 1 3及び R 14 として好ましい基は、

R 7 ~ R 1 2及び R 1 9 ~ R 2 2 における好ましい基と同様である。

[0044] さらに、前記一般式 （I ) において n は 0 ~ 5 の数であり、例えば、 n が

0 5 の整数である各樹脂の混合物を使用することができ、入手容易性から

n が 0 ~ 3 の整数である各樹脂の混合物が好ましい。ここで、 X 、 R ~ R

及び ¾ 1 5 ~ ¾ 1 8、 R 1 3、 R 1 4 は、上記と同義であるが、 R 1 3、 ¾ 1 4 及び ¾ 1

9 ~ R 2 2、並びに ¾ 1 5~ ¾ 18が複数存在する場合、それらは、それぞれ同一

又は異なっていてもよい。

[0045] 以上説明したァミノ樹脂 （A ) は、典型的には、メラミンやメラミン樹脂

などの 卜リァジン骨格及び遊離のアミノ基を有する化合物に、適宜のアルデ

ヒド化合物を反応させ （反応させるアルデヒド化合物により、一般式 （I )

におけるR 7 ~ R 1 2及び R 1 9 ~ R 2 2 を変更することができる）、得られたァ

ルキロ一ル化合物をアルコール化合物と反応させて （反応させるアルコール



化合物により、一般式 （I ) における R R 6及び R 1 5 ~ R 1 8 を変更するこ

とができる）、 ヒ ドロキシル基の一部をアルコキシル化することによって、

得ることができる。

[0046] 前記アルキロ一ル化合物中の ヒ ドロキシル基の一部をアルコキシル化する

ためには、前記アルコール化合物の使用量を適切に調節すればよく、そのよ

うな方法は当業者に公知である。

[0047] 前記アルデ ヒ ド化合物 としては、ホルムアルデ ヒ ド、ァセ 卜アルデ ヒ ド、

プロピオンアルデ ヒ ド及び n —プチルアルデ ヒ ドなどが挙げられ、 これ らの

中でも、反応性等の点か らホルムアルデ ヒ ドが好ま しい。

[0048] 前記アルコール化合物 としては、炭素数 1 ~ 6 のアルコールが挙げられ、

これ らの中でも炭素数 1 ~ 4 のアルコール化合物が好ま しく、メタノール、

エタノール、イソプロピルアルコール、イソプチルアルコール及び n —プチ

ルアルコールが特に好ま しい。

[0049] これ らのアルデ ヒ ド化合物、アルコール化合物を反応させる際の反応条件

(温度、圧力、時間、触媒等）としては、公知の条件を採用することができ

る。

[0050] なお、一般式 （I ) におけるX は、メラミン樹脂を合成する際に使用され

るアルデ ヒ ド化合物の種類によって変更可能である。

[0051 ] 例 えば以上説明 した方法により得 られるァミノ樹脂 （A ) は、 メラミンが

出発化合物の場合であっても、 卜リァジン骨格を 2 つ有するダイマ一成分、

あるいは 1 分子中に 卜リァジン骨格を 3 つ以上有する才 リゴマ一成分など、

種々の副産物成分を含んでいることがある。

[0052] またメラミン樹脂が出発化合物の場合にも、メラミン樹脂の市販品は、主

成分のほかに、重合度の異なる種々の化合物を含んでいるので、それか ら得

られるァミノ樹脂 （A ) もまた、重合度の異なる種々の化合物を含んでいる

ことがある。

[0053] 本発明に使用されるァミノ樹脂 （A ) は市販品としても入手でき、その例

としてはュ一バ ン 2 0 2 0 、 2 0 6 1 、 1 2 2 、 2 2 R、 2 8 — 6 0 、 2 0



2 1、 2 0 H S、 2 0 S E 6 0 、 2 1 R、 1 2 5 、 8 , 6 2 E、 6 0 R

(三井化学 （株）製）、二力ラックM S — 1 1、 M S _ 0 0 1、 M X - 7 5

0 、 M X —7 0 6 、 M X —4 1 0 、 M X - 7 5 0 L M ( (株）三和ケミカル

製）、サイメル 3 7 0 N、サイメル 3 2 7 、サイメル 2 1 1、サイメル 2 0

2 ( 日本サイテック インダス トリ一ズ社製）が挙げられる。

[0054] これらも前記の副産物成分を含んでいる場合があり、またアミノ樹脂及び

副産物成分のほかに、溶媒等を含んでいる製品もある。

[0055] 以上説明 したとおり、本発明において用いられるァミノ樹脂 （A ) は、遊

離のヒドロキシル基及びアルコキシル基を有 し、これにより適切な架橋度を

達成 して強度及び可とう性に優れた硬化物を与えることができ、このように

架橋点を一定量に抑えると、硬化速度が速 く、硬化時間を短縮することもで

き、好ましい。

[0056] < ( B ) ポ リオール化合物>

本発明のァミノ樹脂組成物は、ポリオール化合物 （B ) を含む。ポリオ一

ル化合物 （B ) のヒドロキシル基が、加熱により上記アミノ樹脂 （A ) のァ

ルコキシル基と架橋反応を起こし、硬化物を形成する。前記ポリオ一ル化合

物 （B ) は、 1種単独で用いても2 種以上を組み合わせて用いてもよい。

[0057] ポ リオ一ル化合物 （B ) としては、 ヒドロキシル基を複数有する限り特に

限定されないが、その例として低分子量ポリオール及び高分子量ポリオール

が挙げられる。

[0058] 前記低分子量ポリオールの数平均分子量は、 6 0 以上 4 0 0 未満であるこ

とができ、前記高分子量ポリオールの数平均分子量は、 4 0 0 以上 8 0 0 0

未満であることができる。

[0059] なお、本明細書において、ポリオ一ル化合物 （B ) の数平均分子量は、い

ずれもJ I S K 1 5 7 7 に準拠 して測定 した水酸基価に基づいて算出し

た数平均分子量である。

[0060] 前記低分子量ポリオール及び高分子量ポリオールの中でも、製造の容易性

からは、低分子量ジオール及び高分子量ジオールが好ましい。



[0061 ] (低分子量ポ リオール）

前記低分子量ポ リオ一ル と しては、例えば、エチ レング リコール、 1 ， 3

—プロパ ンジ才一ル、 2 _ メチル _ 1 ， 3 _ プロパ ンジ才一ル、 2 ， 2 —ジ

メチル _ 1 ， 3 _ プロパ ンジ才一ル、 2 _ プチル _ 2 _ ェチル _ 1 ， 3 —プ

口パ ンジ才一ル、 1 ， 4 —プタンジ才一ル、 1 ， 5 _ ペ ンタンジ才一ル、 3

—メチル _ 1 , 5 _ ペ ンタンジ才一ル、 1 ， 6 —へキサ ンジ才一ル、 1 ， 9 _

ノナンジ才一ル、 2 _ メチル _ 1 ， 8 —オクタンジ才一ル、ジエチ レンダ リ

コール、 卜リエチ レング リコール及びテ トラエチ レング リコール等の炭素数

2 ~ 9 の脂肪族ジ才一ル ；1 ， 4 —シクロへキサ ンジメタノール、 1 ， 3 _

シクロへキサ ンジメタノール、 1 ， 4 —シクロへキサ ンジ才一ル、 1 ， 4 _

ビス （ヒ ドロキシェチル）シクロへキサ ン及び 2 ， 7 _ ノルボルナンジ才一

ル等の炭素数 6 ~ 1 2 の脂環式構造を有するジ才一ル ；テ トラヒ ドロフラン

ジメタノール及び 2 ， 5 _ ビス （ヒ ドロキシメチル） _ 1 ， 4 _ ジ才キサ ン

を挙げることができる。

[0062] (高分子量ポ リオール）

ァミノ樹脂 （A ) と架橋反応を起 こ し、強度及び耐熱性 に優れた硬化物 を

形成する観点か らは、ポ リオ一ル化合物 （B ) と しては、上記高分子量ポ リ

オールが好ま しい。

[0063] 高分子量ポ リオ一ル と しては、例えばポ リカーボネー 卜ポ リオール、ポ リ

エステルポ リオ一ル、ポ リエーテルポ リオ一ルを用いることができる。本発

明の組成物か ら得 られる硬化物の耐熱性の点か ら、ポ リカーボネー 卜ポ リ才

—ルが好ま しい。

[0064] 前記ポ リカーボネー トポ リオ一ルは、 1 種以上のポ リオールモノマーと、

炭酸ェステル化合物ゃホスゲンとを反応させることにより得 られる。製造が

容易な点及び末端塩素化物の副生がない点か ら、炭酸エステル化合物 を使用

することが好ま しい。

[0065] 前記ポ リオ一ルモ ノマ一と しては、特 に制限されないが、例えば、脂肪族

ポ リオ一ルモ ノマ ー、脂環構造を有するポ リオ一ルモ ノマ ー、 芳香族ポ リオ



—ルモノマ一、ポリエステルポリオ一ルモノマ一及びポリエーテルポリオ一

ルモノマーが挙げられる。

[0066] 前記脂肪族ポリオ一ルモノマ一としては、特に制限されないが、例えば、

1，3 _ プロパンジ才一ル、 1，4 —プタンジ才一ル、 1， 5 _ ペンタンジ

オール、 1， 6 —へキサンジ才一ル、 1， 7 _ ヘプタンジ才一ル、 1， 8 _

オクタンジ才一ル及び 1， 9 —ノナンジ才一ル等の直鎖状脂肪族ジ才一ル ；

2 _ メチル_ 1，3 _ プロパンジ才一ル、 2 _ メチル_ 1， 5 _ ペンタンジ

オール、 3 _ メチル_ 1， 5 _ ペンタンジ才一ル及び 2 _ メチル_ 1， 9 _

ノナンジ才一ル等の分岐鎖状脂肪族ジ才一ル ；及び 1， 1， 1 _ 卜リメチロ

—ルプロパンやペンタエリスリ卜一ル等の 3 官能以上の多価アルコールを使

用することができる。

[0067] 前記脂環構造を有するポリオールモノマーとしては、特に制限されないが

、例えば、 1，4 —シクロへキサンジメタノール及び 1，3 —シクロへキサ

ンジメタノ一ル等のシクロへキサンジメタノ一ル、 1 , 4 —シクロへキサンジ

オール、 1，3 —シクロペンタンジ才一ル、 1，4 —シクロヘプタンジ才一

ル、 , 5 - ビス （ヒドロキシメチル）一 1，4 —ジ才キサン、 2 ， 7 —ノ

ルポルナンジ才一ル、テ トラヒドロフランジメタノール並びに 1，4 - ビス

( ヒドロキシエ トキシ）シクロへキサン等の主鎖に脂環式構造を有するジ才

—ルが挙げられる。これらの中でも、本発明の組成物を硬化させて得 られる

硬化物に良好な可とう性を付与する観点から、シクロへキサンジメタノ一ル

が好ましい。

[0068] 前記芳香族ポリオ一ルモノマ一としては、特に制限されないが、例えば、

1，4 _ ベンゼンジメタノール、 1，3 _ ベンゼンジメタノール、 1， 2 _

ベンゼンジメタノール、 4 ，4 ' —ナフタレンジメタノール及び 3 ，4 ' -

ナフタレンジメタノールが挙げられる。

[0069] 前記ポリエステルポリオ一ルモノマーとしては、特に制限されないが、例

えば、 6 —ヒドロキシカプロン酸とへキサンジオールとのポリエステルジ才

—ル等のヒドロキシカルボン酸とジオールとのポリエステルジ才一ル、及び



、アジピン酸 とへキサンジオール とのポ リエステルジ才一ル等のジ力ルポン

酸 とジオール とのポ リェステルジオールが挙げられる。

[0070] 前記ポ リエーテルポ リオ一ルモ ノマー としては、特に制限されないが、例

えば、ポ リエチ レングリコ一ル、ポ リプロピレングリコ一ル及びポ リテ トラ

メチ レングリコール等のポ リアルキ レングリコールが挙げられる。

[0071 ] 以上説明 した、ポ リ力一ボネ一 卜ポ リオールの製造に使用されるポ リオ一

ルモノマ一について、本発明の組成物か ら得 られる硬化物を絶縁体用途に使

用する場合には、芳香族ポ リオ一ルモ ノマ一は使用 しないことが好ま しい。

[0072] さ らに前記硬化物において、高い強度及び耐熱性を達成する観点か らは、

脂環構造を有するポ リオ一ル モ ノマ一 を使用することが好ま しく、前記硬化

物において優れた可 とう性をも同時に達成するためには、さらに脂肪族ポ リ

オールモ ノマ一 を使用することが好ま しい。

[0073] この脂環構造を有するポ リオ一ルモノマ一及び/ 又は脂肪族ポ リオ一ルモ

ノマ一を使用する場合においては、それ らのポ リ力一ボネ一 卜ポ リオールに

おける割合 （脂環構造を有するポ リオ一ルモノマ一/ 脂肪族ポ リオ一ルモノ

マ一）は、モル比で 1 0 0 / 0 ~ 0 / 1 0 0 であることが好ま しく、 8 0 /

2 0 ~ 2 0 / 8 0 であることがより好ま しい。

[0074] この割合は、ポ リオール化合物 （B ) と して 1 種類のポ リ力一ボネ一 卜ポ

リオ一ルを使用 し、そのポ リ力一ボネ一 卜ポ リオ一ル分子における各モ ノマ

—の割合 として達成 してもよい し、複数種類のポ リ力一ボネ一 卜ポ リオ一ル

を使用 し、その複数種類のポ リカ一ボネ一 卜ポ リオ一ル全体において使用さ

れている脂環構造を有するポ リオ一ルモ ノマーと脂肪族ポ リオ一ルモ ノマー

との割合 として達成 してもよい。

[0075] 後者の例 としては、ポ リオ一ルモ ノマ一として脂環構造を有するポ リオ一

ルモノマ一を使用 したポ リ力一ボネ一 卜ポ リオ一ル X と、 X と分子量がほぼ

同一である、ポ リオ一ルモノマーとして脂肪族ポ リオ一ルモノマ一を使用 し

たポ リカーボネー 卜ポ リオール Y を、上記のモル比率で本発明の組成物に含

有させることが挙げられる。



[0076] このような割合は、ポリ力一ボネ一 卜ポリオールの製造に使用するポリオ

—ルモノマーの仕込み量や、本発明の組成物に使用されるポリカーボネー 卜

ポリオ一ルの種類、配合量を調節することによって、任意の値に調節するこ

とができる。

[0077] また、これらのポリオ一ルモノマーと反応する上記炭酸エステル化合物と

しては、特に制限されないが、例えば、ジメチルカ一ボネ一 卜及びジェチル

力一ボネ一 卜等の脂肪族炭酸エステル化合物、ジフエ二ルカ一ボネ一 卜等の

芳香族炭酸エステル化合物、並びにエチレン力一ボネ一 卜等の環状炭酸エス

テル化合物が挙げられる。前述のように、本発明の組成物から得られる硬化

物を絶縁体用途に使用する場合には、前記芳香族炭酸エステル化合物は使用

しないことが好ましい。

[0078] 前記炭酸エステル化合物の他に、ポリ力一ボネ一 卜ポリオ一ルを生成する

ことができるホスゲン等も使用できる。

[0079] 以上説明した炭酸エステル化合物及びホスゲンの中でも、前記ポリカ一ボ

ネ一 卜ポリオ一ルの製造のしゃすさから、前記脂肪族炭酸エステル化合物が

好ましく、ジメチルカ一ボネ一 卜が特に好ましい。

[0080] 前記ポリオ一ルモノマー及び炭酸エステル化合物からポリ力一ボネ一 卜ポ

リオ一ルを製造する方法としては、例えば、反応器中に炭酸エステル化合物

と、この炭酸エステル化合物のモル数に対 して過剰のモル数のポリオ一ルモ

ノマ一とを加え、温度 1 6 0 ~ 2 0 0 °C、圧力 5 O m m H g 程度で 5 ~ 6 時

間反応させた後、更に数m m H g 以下の圧力において 2 0 0 2 2 0 °Cで数

時間反応させる方法が挙げられる。

[0081 ] この反応においては、副生するアルコールを系外に抜き出しながら反応を

実施することが好ましい。その際、炭酸エステル化合物が副生するアルコ一

ルと共沸することにより系外へ抜け出る場合には、過剰量の炭酸エステル化

合物を反応系に加えてもよい。また、前記反応において、チタニウムテ トラ

プトキシ ド等の触媒を使用してもよい。

[0082] このような製造方法によつて製造することができるポリ力一ボネ一 卜ポリ



オールは、ァミノ樹脂 （A ) との反応性の観点か ら、 ヒ ドロキシル基を 2 つ

有するポ リ力一ボネ一 卜ジオールであることが好ま しい。 この場合には、ポ

リオ一ルモノマ一としてジ才一ルモノマー （脂肪族ジ才一ルモノマー、脂環

構造を有するジ才一ルモノマー、芳香族ジ才一ルモノマー、ポ リエステルジ

オールモ ノマ一、ポ リエーテルジ才一ルモ ノマ一等）を使用する。

[0083] 以上説明 したポ リカーボネー 卜ポ リオール （好ま しくはポ リカーボネー 卜

ジ才一ル）の市販品としては、 ETERNACOLL UM-90 (3/ 1) (数平均分子量は 9 0

0 ) 、ETERNACOLL UM-90 ( 1/ 1) (数平均分子量は 9 0 0 ) 、ETERNACOLL UM-9

0 ( 1/3) (数平均分子量は 9 0 0 ) 、ETERNACOLL UC- 100 (数平均分子量は 1

0 0 0 ) 、ETERNACOLL UH-200 (数平均分子量は 2 0 0 0 ) 、ETERNACOLL UH-

100 (数平均分子量は 1 0 0 0 ) 、ETERNACOLL PH-200 (数平均分子量は 2 0

0 0 ) 及びETERNACOLL PH- 100 (数平均分子量は 1 0 0 0 ) (以上、いずれも

宇部興産 （株）製）が挙げられる。

[0084] これ らにおいて、商品名の最後に示された分数は、 これ らのポ リ力一ボネ

- 卜ジオールの製造に使用 したジ才一ルモ ノマ一である 1 ， 4 —シクロへキ

サンジメタノール及び 1 ， 6 —へキサンジオールのモル比での割合 （1 ， 4

—シクロへキサンジメタノール/ 1 ， 6 —へキサンジ才一ル）を表わす。

[0085] また、 ETERNACOLL UC- 100はその製造に使用されるジ才一ルモノマ一が 1 ，

4 —シクロへキサンジメタノールのみであ り、 ETERNACOLL UH- 100及びETERNA

COLL UH-200 はその製造に使用されるジ才一ルモ ノマーが 1 ， 6 —へキサンジ

才一ルのみであ り、 ETERNACOLL PH- 100及びETERNACOLL PH-200 はその製造に

使用されるジ才一ルモノマーが 1 ， 5 _ ペ ンタンジオール と 1 ， 6 _ へキサ

ンジ才一ルである。

[0086] 次に、高分子量ポ リオールの例 として挙げたポ リエステルポ リオール とし

ては、特に制限されないが、具体的にはポ リエチ レンアジぺ一 卜ジ才一ル、

ポ リプチ レンアジぺ一 卜ジオール、ポ リェチ レンプチ レンアジぺ一 卜ジ才一

ル、ポ リへキサメチ レンイソフタレ一 卜アジぺ一 卜ジオール、ポ リエチ レン

サクシネー トジオール、ポ リプチ レンサクシネー トジオール、ポ リエチ レン



セバケ一 卜ジオール、ポリプチレンセバケ一 卜ジオール、ポリ— ε —力プロ

ラク トンジ才一ル、ポリ （3 _ メチル_ 1 ， 5 _ ペンチレンアジぺ一 卜）ジ

オール及び 1， 6 —へキサンジオールとダイマ一酸との重縮合物等が挙げら

れる。

[0087] 同 じく高分子量ポリオールの例として挙げたポリエーテルポリオールとし

ては、特に制限されないが、具体的にはポリエチレングリコール、ポリプロ

ピレングリコール、ポリテ 卜ラメチレングリコール、エチレン才キシ ドとプ

口ピレン才キシ ド、エチレン才キシ ドとプチレン才キシ ドとのランダム共重

合体やプロック共重合体等が挙げられる。更に、エーテル結合とエステル結

合とを有するポリエーテルポリエステルジ才一ル等を用いてもよい。

[0088] < ァミノ樹脂 （Α ) 及びポリオール化合物 （Β ) の配合割合>

以上説明 したァミノ樹脂 （Α ) とポ リオール化合物 （Β ) との本発明のァ

ミノ樹脂組成物における配合割合 （ァミノ樹脂 （A ) ポ リオール化合物 （

Β ) ) は、重量比で 8 5 / 1 5 5 / 8 5 とすることができ、好ましくは

8 0 / 2 0 ~ 2 0 / 8 0 より好ましくは 7 5 / 2 5 ~ 2 5 / 7 5 である。

このような配合割合であると、本発明の組成物から強度及び可とう性の双方

に優れた硬化物を容易に得ることができる。

[0089] < ( C ) 酸触媒>

本発明のァミノ樹脂組成物は、加熱により硬化させることができ、硬化物

の強度及び可とう性の点から、酸触媒 （C ) の存在下に加熱することによつ

て硬化物を形成することが好ましい。前記酸触媒 （C ) は、ァミノ樹脂 （Α

) 同士及びアミノ樹脂 （Α ) とポ リオ一ル化合物 （Β ) との架橋反応を促進

する機能を有すれば、特に限定されない。このような酸触媒 （C ) は、 1種

単独で用いても2 種以上を組み合わせて用いてもよい。

[0090] 前記酸触媒 （C ) の例としては、鉱酸類及び有機酸類が挙げられる。前記

鉱酸類としては、塩酸、硫酸、 リン酸及び硝酸などが挙げられる。前記有機

酸類としては、力ルボン酸、 ヒドロキシカルボン酸及びスルホン酸などが挙

げられる。



[0091 ] 前記カルボン酸の例としては、ギ酸、酢酸、モノクロル酢酸及びジクロル

酢酸が挙げられ ；前記ヒドロキシカルボン酸の例としては、ジメチ口一ルプ

タン酸及びジメチロールプロピオン酸が挙げられ ；前記スルホン酸の例とし

ては、ベ ンゼンスルホン酸、パラ トルエンスルホン酸、ジノニルナフタレン

ジスルホン酸、ジノニルナフタレンスルホン酸及び ドデシルベ ンゼンスルホ

ン酸が挙げられる。また、有機スルホン酸をァミンプロックしたプロックタ

ィプも使用可能である。

[0092] 酸触媒 （C ) としては、ァミノ樹脂 （A ) と反応 して硬化物の分子鎖中に

組み込ませる点から、 1分子中に 2 個以上のヒドロキシル基と 1個以上の力

ルボン酸を有する、ジメチ口一ルプタン酸及びジメチロールプロピオン酸が

好ましい。

[0093] 酸触媒 （C ) の本発明の組成物における配合量は、当該組成物中の固形分

1 0 0 重量部に対 して 0 . 1 ~ 1 0 重量部とすることができ、好ましくは 0

. 1 ~ 5 重量部、より好ましくは 0 . 2 ~ 3 重量部である。このような配合

量であると、本発明の組成物の硬化時間が長くならず、また強度及び可とう

性の双方に優れ、着色 変色の非常に少ない硬化物を得ることができる。

[0094] 以上説明した酸触媒 （C ) は、使用時に本発明の組成物に添加 しても、当

初から本発明の組成物に含有させてもよい。

[0095] なお、使用時に酸触媒 （C ) を添加する場合には、そのまま本発明の組成

物に添加 して撹拌 してもよいし、後述する溶剤に溶かして添加 し撹拌 しても

よい。

[0096] < その他の成分>

本発明のァミノ樹脂組成物は、以上説明したァミノ樹脂 （A ) 、ポリオ一

ル化合物 （B ) 及び酸触媒 （C ) に加えて、必要に応 じて溶剤、その他の樹

月旨、顔料、染料、増粘剤、紫外線吸収剤、光安定剤、消泡剤、可塑剤、表面

調整剤又は沈降防止剤等を含んでもよい。

[0097] (溶剤）

本発明のァミノ樹脂組成物には、希釈用溶剤を用いることができ、メタノ



—ル、エタノール、イソプロピルアルコール、プタノ一ル及びイソプタノ一

ルなどのアルコール類、 トルエン及びキシレンなどの芳香族炭化水素溶剤、

酢酸ェチル及び酢酸プチルなどのエステル系溶剤、ァ- プチロラク トン及びシ

クロへキサノンなどのケ トン系溶剤、N—メチルピロリドンなどの非プロ トン

性溶剤類、並びにセロソルプアセテ一 卜、プチルセ口ソルプアセテ一 卜及び

カルビ卜一ルァセテ一 卜などのエステルエ一テル系溶剤を、本発明の目的を

損なわない範囲で含有させることができる。

[0098] 前記溶剤は 1種単独で用いても2 種以上を組み合わせて用いてもよく、溶

剤を含有させることにより、本発明の組成物の粘度を適切に調整 し、作業性

を高めることができる。

[0099] 本発明の組成物の 2 5 °Cで B R O O K F I E L D社のH A D V _ I I + C

/ P E型粘度計を用いて測定 した粘度は、 1 0 0 ~ 4 0 0 0 0 c P である

ことができる。

[01 00] なお、前記溶剤は沸点がそれほど高くないため、本発明の組成物を加熱硬

化させる際に揮発させることができる。

[01 0 1 ] (その他の樹脂）

本発明のァミノ樹脂組成物には、ァミノ樹脂 （A ) 以外にも、本発明の効

果を損なわない範囲で、その他の樹脂を添加することができる。前記その他

の樹脂としては、ポリエステル樹脂、アクリル樹脂、ポリエーテル樹脂、ポ

リカ一ボネ一 卜樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂、アルキ ド樹脂及び

ポリオ レフィン樹脂等が挙げられる。

[01 02] これらは 1種単独で用いてもよいし、複数種を併用 してもよい。これらの

樹脂を使用することで、本発明の組成物から得 られる硬化物に所望の特性を

持たせることができる。

[01 03] (顔料）

本発明のァミノ樹脂組成物には、着色顔料や体質顔料、光輝性顔料等を添

加することができる。これらは 1種単独で使用 しても2 種以上を併用 しても

よい。



[01 04] 前記着色顔料 と しては、例 えば、酸化チタン、亜鉛華、 力一ポ ンプラック

、 モ リプデ ンレッ ド、 プルシアンプル一、 コノくル 卜プル一、 ァゾ顔料、 フタ

ロシ アニ ン顔料、 キナク リ ドン顔料、 イ ソイ ン ドリン顔料、 ス レン系顔料及

びペ リ レン顔料が挙 げ られる。

[01 05] 前記体質顔料 と しては、例 えば、 ク レー、 カオ リン、硫酸バ リウム、炭酸

ノくリウ厶、炭酸 カルシウム、 タル ク、 シ リカ及びアル ミナホワイ トが挙 げ ら

れる。

[01 06] 前記光輝性顔料 と しては、例 えば、 アル ミニウム、銅、亜鉛、真ち ゆう、

ニ ッケル、酸化 アル ミニウム、雲母、酸化チタンや酸化鉄で被覆 された酸化

アル ミニゥ厶、並びに酸化チタンゃ酸化鉄で被覆 された雲母 を使用すること

がで きる。

[01 07] (染料）

本発明のァミ ノ樹脂組成物 には、染料 を添加することがで きる。前記染料

は、 1 種単独で使用 しても 2 種以上 を併用 してもよい。

[01 08] 前記染料の例 と しては、ニ トロソ染料、ニ トロ染料、 ァゾ染料、 スチルベ

ン染料、 ジ フ I ニル メ タ ン染料、 卜リア リール メ タ ン染料、ザ ンセ ン染料、

ァク リジン染料、 キノ リン染料、 メチ ン染料、ポ リメチ ン染料、チアゾ一ル

染料、 イ ンダミ ン染料、 イ ン ドフ エ ノール 染料、 ァ ジ ン染料、才 キサ ジ ン染

料、チアジン染料、硫化染料、 アミノケ トン染料、才キシケ トン染料、 アン

トラキ ノ ン染料、 インジゴィ ド染料及び フタロシアニ ン染料が挙 げ られる。

[01 09] [ 本発明の硬化物 ]

本発明のァミノ樹脂組成物 を加熱することによって、好 ま しくは酸触媒 （

C ) の存在下、 ァミ ノ樹脂 （A ) 及びポ リオ一ル 化合物 （B ) が架橋反応 を

起 こ し、硬化物が得 られる。

[01 10 ] 当該硬化物 中においては、 ァミノ樹脂 （A ) 由来の堅固な部位 と、ポ リオ

ール化合物 （B ) 由来の比較的柔軟な部位 とが存在 し、前記硬化物全体 と し

て優れた強度、耐熱性及び可 とう性が達成 される。 さ らに、好 ま しくはポ リ

オール化合物 （B ) は特定のポ リカーボネー トポ リオールであ り、 当該ポ リ



力一ボネ一 卜ポ リオ一ル中には、前記硬化物の強度 に寄与する部位 と柔軟性

に寄与する部位 とが存在 し、 これ らも前記の優れた強度、耐熱性及び可 とう

性 に寄与する。

[01 11] また本発明の硬化物 はァミノ樹脂 （A ) のもともとの特性である優れた透

明性及び耐熱性 を維持 していることか ら、加熱 による着色 変色 をほとん ど

受けない。 そのため、本発明の組成物 に顔料や染料 を含有 させて着色すると

、得 られる硬化物 を種 々の色 に着色することがで き、 しかも当該硬化物 は、

熱 にさ らされても変色が非常に起 こりに くい。

[01 12] さ らに、好 ま しくは前記硬化物 となる本発明のァミノ樹脂組成物 において

、芳香環構造等 を有する構成成分の含有量が少ないので、前記硬化物 は絶縁

性である。従 って、 そのような硬化物 は絶縁体用途 に適 している。

[01 13] 本発明の絶縁体は、前述の ごとく透明性 に優れ、かつ耐熱性 に優れている

ために加熱 による着色 変色 を受けに くいので、 これを電子機器 における種

々の絶縁体材料 と して使用すれば、従来暗色系の着色 しか行われていなか つ

た絶縁体材料の力ラ一デザィンのバ リエーシ ョンを大幅 に増やす ことがで き

る。

[01 14] しかも本発明によれば、可 とう性 にも優れた硬化物 絶縁体が得 られるた

め、前記絶縁体はフ レキシプルデ イスプ レイの構成部材 と して使用される絶

縁体な ど、折 り曲げ られる用途 にも好適である。

[01 15] このような絶縁体用途な どに好適な本発明の硬化物 は、一般的には基板上

に本発明の組成物 を塗布 し、通常 6 0 ~ 2 0 0 °C で 1 0 ~ 1 8 0 分加熱する

ことによって得 られる。 当該加熱は、複数の段階に分 けて行な ってもよい。

[01 16] 前記基板の材質 と しては、金属、 プラスチ ック、無機物及び木材等が挙 げ

られる。

[01 17] また、前記塗布の方法 と しては、流延塗装、ベル塗装、 スプ レー塗装、 口

ール塗装、 シャワー塗装及び浸漬塗装等が挙 げ られる。

[01 18] 例 えば以上説明 した塗布 加熱方法 によ り得 られる本発明の硬化物 は、弾

性率が通常 5 ~ 3 0 0 0 M P a であ り、破断点強度が通常 3 ~ 2 0 0 M P a



で あ り、 破 断 点 伸 度 が 通 常 5 ~ 2 0 0 % で あ り、 そ の厚 み は通 常 1 0 ~ 1 5

0 , m で め る。

[01 19 ] ま た 、 前 記 硬 化 物 を 2 3 0 °C で 4 時 間 加 熱 処 理 した後 の 色 差 ∆ Ε * は 通 常

3 以 下 、 黄 色 度 Y I は 通 常 5 以 下 で あ る。

実 施 例

[01 20] 次 に、 実 施 例 に よ って 本 発 明 を更 に詳 し く説 明 す る。 な お、 本 発 明 は以 下

の 実 施 例 に 限 定 され る も の で は な い。

[01 2 1 ] 〔実 施 例 1 〕

ァ ミ ノ樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ） 製 、 一 般 式 （I ) に お い て

、 一 X — が 一 R 1 3 _ 0 _ R 1 4 _ も し くは 一 R 1 4 —で あ り （R 1 3 及 び R 1 4 は メ

チ レン基 で あ る） 、 ¾ 1 ~ ¾ 6 及 び ¾ 1 5 ~ ¾ 1 8 が 水 素 又 は _ プチ ル 基 で ぁ っ

て R R 6 及 び R 1 5 ~ R 1 8 の うち 少 な くと も 1 個 が 水 素 で あ り、 R 7 ~ R 1 2

及 び R 1 9 ~ R 2 2 が メ チ レン基 で あ り、 n が 0 ~ 3 の メ ラ ミ ン樹 脂 で あ り、 そ

の G P C で 測 定 した標 準 ポ リス チ レン換 算 の数 平 均 分 子 量 は 9 5 8 で あ る）

9 6 重 量 部 （うち ァ ミ ノ樹 脂 （固形 分 ） は 7 2 重 量 部 ） とポ リ力 一 ボ ネ 一 卜

ジ 才 一 ル ETERNACOLL UM-90 ( 3 / ) ( 宇 部 興 産 （株 ） 製 ） 2 8 重 量 部 、 ジ

メ チ 口一 ル プ タ ン酸 （以 下 D M B A と表 記 ） 0 . 4 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して

ァ — プチ ロ ラ ク トン 1 8 . 8 重 量 部 を混 合 して、 ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を調 製 し

た。

[01 22] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス板 に キ ャ ス 卜し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O mi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l O mi n、 1 5 0 °C X 4 0 mi n加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 5 m の 硬 化 物 フ イル ム を得 た。 な お、 平 均 膜 厚 は デ ジ タル マ

イ ク ロ メ 一 タ 一 — m a t e M — 3 0 ( ソ ニ ー マ グ ネ ス ケ ー ル 社 製 ） を用

い て、 ガ ラ ス板 及 び 形 成 され た硬 化 物 フ イル ム を合 わ せ た厚 み と ガ ラ ス板 の

み との厚 み の差 を 6 箇 所 測 定 し、 平 均 して 求 め た。 以 下 同様 で あ る。

[01 23] 前 記 硬 化 物 フ イル ム に つ い て 引 張 物 性 （弾 性 率 、 破 断 点 強 度 及 び 破 断 点 伸

度 ） 及 び 耐 熱 性 を測 定 した。 耐 熱 性 は、 日本 電 色 工 業 製 の カ ラ 一 メ ー タ 一 Z

E 6 0 0 0 に て 前 記 硬 化 物 フ イル ム を 2 3 0 °C で 1 時 間 、 2 時 間、 4 時 間 加



熱 処 理 した 後 の 色 差 ∆ Ε * 、 黄 色 度 Υ I を 測 定 した 。 以 上 の 測 定 結 果 を 下 記

表 1 に 示 す 。 ま た 、 得 ら れ た ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 の 粘 度 も 表 1 に 併 せ て 示 す 。

な お 、 前 記 粘 度 は 、 2 5 °C で B R O O K F I E L D 社 の H A D V — I I + C

/ P E 型 粘 度 計 を 用 い て 測 定 した 。 以 下 同 様 で あ る 。

[01 24] 〔実 施 例 2 〕

ァ ミ ノ 樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ） 製 ） 9 1 重 量 部 （う ち ア ミ

ノ樹 脂 （固 形 分 ） は 6 8 重 量 部 ） と ポ リ 力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル ETERNACOLL UM

-90 ( 3 / ) 3 2 重 量 部 、 D M B A 0 . 4 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ ― プ

チ ロ ラ ク トン 2 0 . 3 重 量 部 を 混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を 調 製 した 。

[01 25] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス 板 に キ ャ ス 卜 し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O m i n、 8 0 °C x l 0 m i n、 1 0 0 °C x l 0 m i n、 1 5 0 °C X 4 0 m i n 加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 4 の 硬 化 物 フ イ ル ム を 得 た 。

[01 26] 前 記 硬 化 物 フ イ ル ム に つ い て 、 実 施 例 1 と 同 様 に して 引 張 物 性 及 び 耐 熱 性

を 測 定 した 。 以 上 の 測 定 結 果 を 下 記 表 1 に 示 す 。 ま た 、 得 ら れ た ァ ミ ノ樹 脂

組 成 物 の 粘 度 も 表 1 に 併 せ て 示 す 。

[01 27] 〔実 施 例 3 〕

ァ ミ ノ 樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ） 製 ） 8 1 重 量 部 （う ち ア ミ

ノ樹 脂 （固 形 分 ） は 6 1 重 量 部 ） と ポ リ 力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル ETERNACOLL UM

-90 ( 3 / ) 3 9 重 量 部 、 D M B A 0 . 3 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ ― プ

チ ロ ラ ク トン 3 3 . 6 重 量 部 を 混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を 調 製 した 。

[01 28] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス 板 に キ ャ ス 卜 し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O m i n、 8 0 °C x l 0 m i n、 1 0 0 °C x l 0 m i n、 1 5 0 °C X 4 0 m i n 加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 2 の 硬 化 物 フ イ ル ム を 得 た 。

[01 29] 前 記 硬 化 物 フ イ ル ム に つ い て 、 実 施 例 1 と 同 様 に して 引 張 物 性 及 び 耐 熱 性

を 測 定 した 。 以 上 の 測 定 結 果 を 下 記 表 1 に 示 す 。 ま た 、 得 ら れ た ァ ミ ノ樹 脂

組 成 物 の 粘 度 も 表 1 に 併 せ て 示 す 。

[01 30] 〔実 施 例 4 〕

ァ ミ ノ 樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ） 製 ） 6 8 重 量 部 （う ち ア ミ



ノ樹 脂 （固 形 分 ） は 5 1 重 量 部 ） と ポ リ 力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル ETERNACOLL UM

-90 ( 3 / ) 4 9 重 量 部 、 D M B A O . 4 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ ― プ

チ ロ ラ ク トン 3 6 . 8 重 量 部 を 混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を 調 製 した 。

[01 3 1 ] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス 板 に キ ャ ス 卜 し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O m i n、 8 0 °C x l 0 m i n、 1 0 0 °C x l O m i n、 1 5 0 °C X 4 0 m i n 加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 2 の 硬 化 物 フ イ ル ム を 得 た 。

[01 32] 前 記 硬 化 物 フ イ ル ム に つ い て 、 実 施 例 1 と 同 様 に して 引 張 物 性 及 び 耐 熱 性

を 測 定 した 。 以 上 の 測 定 結 果 を 下 記 表 1 に 示 す 。 ま た 、 得 ら れ た ァ ミ ノ樹 脂

組 成 物 の 粘 度 も 表 1 に 併 せ て 示 す 。

[01 33] 〔実 施 例 5 〕

ァ ミ ノ 樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ） 製 ） 4 5 重 量 部 （う ち ア ミ

ノ樹 脂 （固 形 分 ） は 3 4 重 量 部 ） と ポ リ 力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル ETERNACOLL UM

-90 ( 3 / ) 6 6 重 量 部 、 D M B A 0 . 4 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ ― プ

チ ロ ラ ク トン 2 1 . 8 重 量 部 を 混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を 調 製 した 。

[01 34] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス 板 に キ ャ ス 卜 し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O m i n、 8 0 °C x l 0 m i n、 1 0 0 °C x l 0 m i n、 1 5 0 °C X 4 0 m i n 加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 5 m の 硬 化 物 フ イ ル ム を 得 た 。

[01 35] 前 記 硬 化 物 フ イ ル ム に つ い て 、 実 施 例 1 と 同 様 に して 引 張 物 性 及 び 耐 熱 性

を 測 定 した 。 以 上 の 測 定 結 果 を 下 記 表 1 に 示 す 。 ま た 、 得 ら れ た ァ ミ ノ樹 脂

組 成 物 の 粘 度 も 表 1 に 併 せ て 示 す 。

[01 36] 〔実 施 例 6 〕

ァ ミ ノ 樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ） 製 ） 8 1 重 量 部 （う ち ア ミ

ノ樹 脂 （固 形 分 ） は 6 1 重 量 部 ） と ポ リ 力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル ETERNACOLL UM

-90 ( 1 / 1 ) 3 9 重 量 部 、 D M B A 0 . 4 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ ― プ

チ ロ ラ ク トン 4 . 5 重 量 部 を 混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を 調 製 した 。

[01 37] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス 板 に キ ャ ス 卜 し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O m i n、 8 0 °C x l 0 m i n、 1 0 0 °C x l 0 m i n、 1 5 0 °C X 4 0 m i n 加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 6 m の 硬 化 物 フ イ ル ム を 得 た 。



[01 38] 前 記 硬 化 物 フ イル ム につ い て、 実 施 例 1 と同様 に して 引張 物 性 及 び 耐 熱 性

を測 定 した。 以 上 の測 定結 果 を下 記 表 1 に示 す。 また、 得 られ た ァ ミ ノ樹 脂

組 成 物 の粘 度 も表 1 に併 せ て示 す。

[01 39] 〔実 施 例 7 〕

ァ ミ ノ樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ）製 ） 6 8 重 量 部 （うち ア ミ

ノ樹 脂 （固形 分 ） は 5 1 重 量 部 ） とポ リ力一 ボ ネ 一 卜ジ才 一ル ETERNACOLL UM

-90 ( 1 / 1 ) 4 9 重 量 部 、 D M B A O . 4 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ ― プ

チ ロラ ク トン 8 . 0 重 量 部 を混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を調 製 した。

[0140] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス板 に キ ャス 卜し、 オ ー プ ンにて 6 C X 1

O mi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l O mi n、 1 5 0 °C X 4 0 m i n加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 7 の 硬 化 物 フ イル ム を得 た。

[0141 ] 前 記 硬 化 物 フ イル ム につ い て、 実 施 例 1 と同様 に して 引張 物 性 及 び 耐 熱 性

を測 定 した。 以 上 の測 定結 果 を下 記 表 1 に示 す。 また、 得 られ た ァ ミ ノ樹 脂

組 成 物 の粘 度 も表 1 に併 せ て示 す。

[0142] 〔実 施 例 8 〕

ァ ミ ノ樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ）製 ） 4 7 重 量 部 （うち ア ミ

ノ樹 脂 （固形 分 ） は 3 5 重 量 部 ） とポ リ力一 ボ ネ 一 卜ジ才 一ル ETERNACOLL UM

-90 ( 1 / 3 ) 6 5 重 量 部 、 D M B A 0 . 5 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ ― プ

チ ロラ ク トン 1 3 . 4 重 量 部 を混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を調 製 した。

[0143] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス板 に キ ャス 卜し、 オ ー プ ンにて 6 C X 1

O mi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l 0 mi n、 1 5 0 °C X 4 0 m i n加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 5 m の 硬 化 物 フ イル ム を得 た。

[0144] 前 記 硬 化 物 フ イル ム につ い て、 実 施 例 1 と同様 に して 引張 物 性 及 び 耐 熱 性

を測 定 した。 以 上 の測 定結 果 を下 記 表 1 に示 す。 また、 得 られ た ァ ミ ノ樹 脂

組 成 物 の粘 度 も表 1 に併 せ て示 す。

[0145] 〔実 施 例 9 〕

ァ ミ ノ樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ）製 ） 6 5 重 量 部 （うち ア ミ

ノ樹 脂 （固形 分 ） は 4 8 . 5 重 量 部 ） とポ リ力一 ボ ネ 一 卜ジ才 一ル ETERNACOL



L UC- 100 5 1 . 5 重 量 部 、 D M B A O . 4 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ ― プ

チ ロ ラ ク トン 3 7 . 6 重 量 部 を混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を調 製 した。

[0146] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス板 に キ ャ ス 卜し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O mi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l O mi n、 1 5 0 °C X 4 0 mi n加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 3 m の 硬 化 物 フ イル ム を得 た。

[0147] 前 記 硬 化 物 フ イル ム に つ い て、 実 施 例 1 と同様 に して 引 張 物 性 及 び 耐 熱 性

を測 定 した。 以 上 の 測 定 結 果 を下 記 表 1 に示 す。 な お、 2 5 °C で は前 記 ア ミ

ノ樹 脂 組 成 物 は 固 化 した た め 粘 度 は測 定 しな か った。

[0148] 〔実 施 例 1 0 〕

ァ ミ ノ樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ） 製 ） 6 5 重 量 部 （うち ア ミ

ノ樹 脂 （固形 分 ） は 4 8 . 5 重 量 部 ） とポ リ力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル ETERNACOL

L UC- 100 3 8 . 6 重 量 部 とETERNACOLL UH— 100 1 2 . 9 重 量 部 、 D M B

A O . 4 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ — プチ ロ ラ ク トン 3 7 . 7 重 量 部 を混 合

して ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を調 製 した。

[0149] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス板 に キ ャ ス 卜し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O mi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l 0 mi n、 1 5 0 °C X 4 0 mi n加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 6 m の 硬 化 物 フ イル ム を得 た。

[01 50] 前 記 硬 化 物 フ イル ム に つ い て、 実 施 例 1 と同様 に して 引 張 物 性 及 び 耐 熱 性

を測 定 した。 以 上 の 測 定 結 果 を下 記 表 1 に示 す。 な お、 2 5 °C で は前 記 ア ミ

ノ樹 脂 組 成 物 は 固 化 した た め 粘 度 は測 定 しな か った。

[01 5 1 ] 〔実 施 例 1 1 〕

ァ ミ ノ樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ） 製 ） 6 5 重 量 部 （うち ア ミ

ノ樹 脂 （固形 分 ） は 4 8 . 5 重 量 部 ） とポ リ力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル ETERNACOL

L UH— 100 5 1 . 5 重 量 部 、 D M B A 0 . 4 重 量 部 を混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組

成 物 を調 製 した。

[01 52] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス板 に キ ャ ス 卜し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O mi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l 0 mi n、 1 5 0 °C X 4 0 mi n加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 9 m の 硬 化 物 フ イル ム を得 た。



[01 53] 前 記 硬 化 物 フ イ ル ム に つ い て 、 実 施 例 1 と 同 様 に して 引 張 物 性 及 び 耐 熱 性

を 測 定 した 。 以 上 の 測 定 結 果 を 下 記 表 1 に 示 す 。 な お 、 2 5 °C で は 前 記 ア ミ

ノ樹 脂 組 成 物 は 固 化 した た め 粘 度 は 測 定 しな か っ た 。

[01 54] 〔比 較 例 1 〕

二 力 ラ ッ ク MW— 3 9 0 ( (株 ） 三 和 ケ ミ カ ル 製 、 主 成 分 は 下 記 式 （2 )

で 表 さ れ る、 G P C で 測 定 した 標 準 ポ リス チ レ ン 換 算 の 数 平 均 分 子 量 が 3 4

8 の メ ラ ミ ン樹 脂 ） 4 6 . 5 重 量 部 （う ち ァ ミ ノ樹 脂 （固 形 分 ） は 4 6 重 量

部 ） と ポ リ力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル ETERNACOLL UM-90 ( 3 / 1 ) 5 4 重 量 部 、

D M B A O . 4 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ — プ チ ロ ラ ク トン 5 3 . 4 重 量 部

を 混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を調 製 した 。

[ 化 3 ]

[01 55] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス 板 に キ ャ ス 卜 し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O mi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l O mi n、 1 5 0 °C X 4 0 mi n加 熱 した

と こ ろ、 フ ィル 厶 形 状 の 硬 化 物 を得 る こ と が で き な か っ た 。

[01 56] そ の た め 、 引 張 物 性 及 び 耐 熱 性 と も に 測 定 を 行 な わ な か っ た 。 な お 、 得 ら

れ た ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 の 粘 度 を表 1 に 示 す 。

[01 57] 〔比 較 例 2 〕

二 力 ラ ッ ク MW— 1 O O L M ( (株 ） 三 和 ケ ミ カ ル 製 、 主 成 分 は 二 カ ラ ッ

ク MW— 3 9 0 と 同 じで 、 そ の 純 度 が 異 な る ） 4 6 . 9 重 量 部 （う ち ァ ミ ノ

樹 脂 （固 形 分 ） は 4 6 重 量 部 ） と ポ リ力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル ETERNACOLL UM-

90 ( 3 / ) 5 4 重 量 部 、 D M B A 0 . 4 重 量 部 、 希 釈 溶 剤 と して ァ — プ チ



ロラク トン 5 2 . 7 重量部 を混合 してァミノ樹脂組成物 を調製 した。

[01 58] 前記 アミノ樹脂組成物 をガラス板 にキャス 卜し、オープンにて 6 C X 1

Omi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l O mi n、 1 5 0 °C X 4 0 mi n加熱 した

ところ、 フィル厶形状の硬化物 を得 ることがで きなか った。

[01 59] そのため、引張物性及び耐熱性 ともに測定を行なわなか った。なお、得 ら

れたァミノ樹脂組成物の粘度 を表 1 に示す。

[01 60] 〔実施例 1 2 〕

ァミ ノ樹脂ュ一バ ン 2 0 2 0 ( 三 井化学 （株）製） 6 4 重量部 （うちアミ

ノ樹脂 （固形分）は 4 8 重量部） とポ リ力一ボネ一 卜ジ才一ル PH—100 (宇部

興産 （株）製、 1 ， 5 _ ペ ンタンジ才一ル及び 1 ， 6 —へ キサ ンジオール と

ジメチル カ一ボネ一 卜とを原料 と した数平均分子量 1 0 0 0 のポ リ力一ボネ

— 卜ジ才一ル。 1 ， 5 _ ペ ンタンジ才一ル ：1 ， 6 —へ キサ ンジ才一ルのモ

ル比での割合 4 5 : 5 5 ) 5 2 重量部、 D M B A O . 4 重量部 を混合 してァ

ミノ樹脂組成物 を調製 した。

[01 6 1 ] 前記 アミノ樹脂組成物 をガラス板 にキャス 卜し、オープンにて 6 C X 1

Omi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l O mi n、 1 5 0 °C X 4 0 mi n加熱 して

、平均膜厚 1 3 m の硬化物 フ イル ム を得た。

[01 62] 前記硬化物 フイルムについて、実施例 1 と同様 に して引張物性及び耐熱性

を測定 した。以上の測定結果 を下記表 1 に示す。 また、得 られたァミノ樹脂

組成物の粘度 も表 1 に併せて示す。

[01 63] 〔実施例 1 3 〕

ァミノ樹脂二力ラックM X — 7 0 6 ( (株 ）三和ケ ミカル製、一般式 （I

) において、 _ 乂 _ が _ ¾ 1 3 _ 0 _ ¾ 1 4 _ も しくは _ ¾ 1 4 _ でぁ り （R 1 3及

び R 1 4 はメチ レン基である）、 R ，〜 ？ 6及び R 1 5 ~ R 1 8 が水素又はメチル基

であ って R R 6及び R 1 5 ~ R 1 8 の うち少な くとも 1 個 が水素であ り、 R 7

〜 R 2及び R 1 9 ~ R 2 2がメチ レン基であ り、 n が 0 ~ 3 のメラミン樹脂であ

り、 その G P C で測定 した標準ポ リスチ レン換算の数平均分子量は 5 9 0 で

ある） 5 7 . 1 重量部 （うちァミノ樹脂 （固形分）は 4 0 重量部） とポ リ力



—ボネ一 卜ジ才一ル PH_ 100 (宇部興産 （株）製） 6 0 重量部、 D M B A 0 .

4 重量部 を混合 して、 ァミノ樹脂組成物 を調製 した。

[01 64] 前記 アミノ樹脂組成物 をガラス板 にキャス 卜し、オープンにて 6 C X 1

Omi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l O mi n、 1 5 0 °C X 4 0 mi n加熱 して

、平均膜厚 1 8 m の硬化物 フ イル ム を得た。

[01 65] 前記硬化物 フイルムについて、実施例 1 と同様 に して引張物性及び耐熱性

を測定 した。以上の測定結果 を下記表 1 に示す。 また、得 られたァミノ樹脂

組成物の粘度 も表 1 に併せて示す。

[01 66] 〔実施例 1 4 〕

ァミノ樹脂二力ラックM X — 4 1 0 ( (株 ）三和ケ ミカル製、一般式 （I

) において、 _ 乂 _ が _ ¾ 1 3 _ 0 _ ¾ 1 4 _ も しくは _ ¾ 1 4 _ でぁ り （R 1 3及

び R 1 4 はメチ レン基である）、 R ，〜 ？ 6及び R 1 5 ~ R 1 8 が水素又はメチル又

は n —プチル基であ って R R 6及び R 1 5 ~ R 1 8 の うち少な くとも 1 個 が水

素であ り、 R 7 ~ R 1 2及び R 1 9 ~ R 2 2 がメチ レン基であ り、 n が 0 ~ 3 のメ

ラミン樹脂であ り、 その G P C で測定 した標準ポ リスチ レン換算の数平均分

子量は 6 5 6 である） 6 0 重量部 （うちァミノ樹脂 （固形分）は 4 2 重量部

) とポ リ力一ボネ一 卜ジ才一ル PH— 200 (宇部興産 （株）製、 1 ， 5 _ ペ ンタ

ンジオール及び 1 ， 6 —へキサ ンジオール とジメチル カ一ボネ一 卜とを原料

と した数平均分子量 2 0 0 0 のポ リ力一ボネ一 卜ジ才一ル。 1 ， 5 _ ペ ンタ

ンジ才一ル ：1 ， 6 —へキサ ンジオールのモル比での割合 4 5 : 5 5 ) 5 8

重量部、 D M B A O . 4 重量部、希釈溶剤 と して ァ— プチ ロラク トン 1 5 .

5 重量部 を混合 して、 ァミノ樹脂組成物 を調製 した。

[01 67] 前記 アミノ樹脂組成物 をガラス板 にキャス 卜し、オープンにて 6 C X 1

Omi n、 8 0 °C x l 0 mi n、 1 0 0 °C x l O mi n、 1 5 0 °C X 4 0 mi n加熱 して

、平均膜厚 1 4 の硬化物 フ イル ム を得た。

[01 68] 前記硬化物 フイルムについて、実施例 1 と同様 に して引張物性及び耐熱性

を測定 した。以上の測定結果 を下記表 1 に示す。 また、得 られたァミノ樹脂

組成物の粘度 も表 1 に併せて示す。



[01 69] 〔実 施 例 1 5 〕

ァ ミ ノ樹 脂 サ イ メ ル 3 7 0 N ( 日 本 サ イ テ ッ ク イ ン ダ ス ト リ一 ズ 製 、 一

般 式 （ I ) に お い て 、 — X — が — R 1 3 — 0 — R 1 4 — も し く は — R 1 4 — で あ り

( R 1 3 及 び R 1 4 は メ チ レ ン 基 で あ る ） 、 R ，~ R 6 及 び R 1 5 ~ R 1 8 が 水 素 又 は

メ チ ル 基 で あ っ て R R 6 及 び R 1 5 ~ R 1 8 の う ち 少 な く と も 1 個 が 水 素 で あ

り、 R 7 ~ R 1 2 及 び R 1 9 ~ R 2 2 が メ チ レ ン 基 で あ り、 n が 0 ~ 3 の メ ラ ミ ン

樹 脂 で あ り、 そ の G P C で 測 定 した 標 準 ポ リ ス チ レ ン 換 算 の 数 平 均 分 子 量 は

5 2 7 で あ る ） 4 5 . 5 重 量 部 （う ち ァ ミ ノ樹 脂 （固 形 分 ） は 4 0 重 量 部 ）

と ポ リ 力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル PH— 200 ( 宇 部 興 産 （株 ） 製 ） 6 0 重 量 部 、 D M

B A O . 2 重 量 部 を 混 合 して 、 ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を 調 製 した 。

[01 70] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス 板 に キ ャ ス 卜 し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

O m i n、 8 0 °C x l 0 m i n、 1 0 0 °C x l O m i n、 1 5 0 °C X 4 0 m i n 加 熱 して

、 平 均 膜 厚 1 7 の 硬 化 物 フ イ ル ム を 得 た 。

[01 7 1 ] 前 記 硬 化 物 フ イ ル ム に つ い て 、 実 施 例 1 と 同 様 に して 引 張 物 性 及 び 耐 熱 性

を 測 定 した 。 以 上 の 測 定 結 果 を 下 記 表 1 に 示 す 。 ま た 、 得 ら れ た ァ ミ ノ樹 脂

組 成 物 の 粘 度 も 表 1 に 併 せ て 示 す 。

[01 72] 〔実 施 例 1 6 〕

ァ ミ ノ樹 脂 ュ 一 バ ン 2 0 2 0 ( 三 井 化 学 （株 ） 製 ） 2 8 重 量 部 （う ち ア ミ

ノ樹 脂 （固 形 分 ） は 2 1 重 量 部 ） と ポ リ 力 一 ボ ネ 一 卜ジ 才 一 ル ETERNACOLL UM

-90 ( 1 / 3 ) 7 9 重 量 部 を 混 合 して ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 を 調 製 した 。

[01 73] 前 記 ア ミ ノ樹 脂 組 成 物 を ガ ラ ス 板 に キ ャ ス 卜 し、 オ ー プ ン に て 6 C X 1

0 m i n、 8 0 °C X 1 0 m i n、 1 0 0 °C X 1 0 m i n、 1 5 0 °C X 4 0 m i n、 2 3 0

°C X 6 0 m i n加 熱 して 、 平 均 膜 厚 2 2 从 m の 硬 化 物 フ イ ル ム を 得 た 。

[01 74] 得 ら れ た フ ィ ル 厶 形 状 の 硬 化 物 に は 十 分 な 強 度 が な か っ た の で 、 引 張 物 性

の 測 定 は 行 わ ず 、 耐 熱 性 の み 測 定 した 。 ま た 、 得 ら れ た ァ ミ ノ樹 脂 組 成 物 の

粘 度 を 表 に 小 す。

[01 75] 以 上 の 実 施 例 及 び 比 較 例 の 測 定 結 果 を 下 記 表 1 に ま と め て 示 す 。

[01 76]





[01 77] 表 1 よ り、本発明のァミノ樹脂組成物か ら得 られた硬化物 は透明性 に優れ

、 さ らに高温で長時間加熱 されてもほとん ど着色が起 こらず、非常に耐熱性

に優れていることがわかる。

[01 78] また、 ァミノ樹脂 （A ) の配合量や、ポ リ力一ボネ一 卜ジ才一ル を構成す

るジ才一ル モ ノマ一成分 における、脂環構造 を有するジ才一ル モ ノマ ーの割

合が高いと、得 られる硬化物の引張物性 （強度）が優れることがわかる。

[01 79] そ して表 1 に示 された破断点強度及び破断点伸度の数値か ら、前記硬化物

が可 とう性 を有 していることもわかる。



—方、実施例 1 ~ 1 5 か ら、酸触媒 （C ) を使用する方が、硬化物の強度

の点か ら好 ま しく、耐熱性 も向上することがわかる。 また、比較例 よ り、 ァ

ミノ樹脂 と して遊離の ヒ ドロキシル基 を有 さないメラミン樹脂 を使用 した場

合 には、強度及び耐熱性が十分な硬化物が得 られないことがわかる。



請求の範囲

[ 請求項 1] ( A ) 遊離 の ヒ ドロキシル基及びアル コキシル基 を有するアミノ樹

脂 と、

( B ) ポ リオ一ル 化合物 と

を含むアミノ樹脂組成物。

[ 請求項2] 前記 アミノ樹脂 （A ) が、 G P C で測定 したポ リスチ レン換算の数

平均分子量が 2 0 0 0 以下のエーテル変性 メラミン樹脂である、請求

項 1 に記載のァ ミ ノ樹脂組成物。

[ 請求項3] 前記ポ リオール化合物 （B ) が、 ポ リ力一ボネ一 卜ポ リオールであ

る、請求項 1 又 は 2 に記載のァミ ノ樹脂組成物。

[ 請求項4] 前記ポ リ力一ボネ一 卜ポ リオ一ルが、ポ リオ一ル モ ノマ一 と、炭酸

エステル化合物又はホスゲ ンとを反応 させて得 られる、請求項 3 に記

載のアミノ樹脂組成物。

[ 請求項 5] 前記ポ リオ一ル モ ノマ ーが、脂環構造 を有するポ リオ一ル モ ノマ ー

及び/ 又 は脂肪族ポ リオ一ル モ ノマ 一 である、請求項 4 に記載のアミ

ノ樹脂組成物。

[ 請求項 6] 前記ポ リカ一ボネ一 卜ポ リオ一ル において、前記脂環構造 を有する

ポ リオ 一ル モ ノマ 一 及 び脂肪族ポ リオ 一ル モ ノマ 一 の割合 （脂環構造

を有するポ リオ一ル モ ノマ ー / 脂肪族ポ リオ一ル モ ノマ ー ） が、 モル

比で 1 0 0 / 0 ~ 0 / 1 0 0 である、請求項 5 に記載のァミ ノ樹脂組

成物。

[ 請求項7] さ らに酸触媒 （C ) を含む、請求項 1 ~ 6 のいずれか一項 に記載の

ァミノ樹脂組成物。

[ 請求項8] 前記 アミノ樹脂 （A ) が、下記一般式 （I ) で表わされるエーテル

化 アルキロ一ル メラミン樹脂である、請求項 1 ~ 7 のいずれか一項 に

記載のァミ ノ樹脂組成物 ：



[ 化4]

式 （I ) において、

_ 乂 _ は _ ¾ 1 3 _ 0 _ R 1 4 _ 又 は— R 1 4 —であ り、

R 1 ~ R 6 及び R 1 5 ~ R 1 8 はそれぞれ同—又は異な っていてもよ く

、水素又は置換 されていてもよい炭素数 1 ~ 6 のアルキル基 を表 し、

尺 1 ~ ¾ 6 及び ¾ 1 5 ~ ¾ 1 8 の ぅち少な くとも 1 個 は水素であるが、全

てが同時に水素であることはな く、

R 7 ~ R 1 4 及び R 1 9 ~ R 2 2 はそれぞれ同—又は異な っていてもよ く

、置換 されていてもよい炭素数 1 ~ 6 のアルキ レン基であ り、

n は 0 ~ 5 の数であ り、 R 1 3、 R 1 4 及び R 1 9 ~ R 2 2、並びに R 1 5

〜 尺 1 8 が複数存在する場合、 それ らは、 それぞれ同一又は異な って

いてもよい）。

前記一般式 （I ) において、 R 7 ~ R 1 4 及び R 1 9 ~ R 2 2 がメチ レン

基である、請求項 8 に記載のァ ミ ノ樹脂組成物。

前記脂環構造 を有するポ リオ一ル モ ノ マ ーが、 シ ク ロ へ キサ ン ジメ

タノ一ルである、請求項 5 ~ 9 のいずれか一項 に記載のァミノ樹脂組

成物。

前記 アミノ樹脂組成物 における前記 アミノ樹脂 （A ) 及びポ リオ一

ル化合物 （B ) の重量比 （ァミノ樹脂 （A ) ポ リオール化合物 （B

) ) が、 8 0 / 2 0 ~ 2 0 / 8 0 である、請求項 1 ~ 1 0 のいずれか

一項 に記載のァ ミ ノ樹脂組成物。

前記酸触媒 （C ) がジメチ 口 一 ル プタン酸又はジメチ ロール プロピ



オ ン酸であ り、前記 アミノ樹脂組成物 における固形分 1 0 0 重量部 に

対 して、 0 . 1 ~ 5 重量部の割合で含有 されている、請求項 7 ~ 1

のいずれか一項 に記載のァミノ樹脂組成物。

[ 請求項 13 ] 請求項 1 ~ 1 2 のいずれか一項 に記載のァミノ樹脂組成物 を加熱 し

て得 られる硬化物。

[ 請求項 14] 請求項 1 ~ 1 2 のいずれか一項 に記載のァミノ樹脂組成物 を加熱 し

て得 られるフィル厶。

[ 請求項 15 ] 請求項 1 ~ 1 2 のいずれか一項 に記載のァミノ樹脂組成物 を加熱 し

て得 られる絶縁体。
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